
 

蒲郡市まちづくり事業助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民活動団体が自主的及び自発的に行う、市のまちづくりに

役立つ公共性の高い事業に対し事業の経費を助成することにより、地域の多様な

活動主体が公共の領域をともに担い合い、持続可能な協創社会の実現を目指すた

め、予算の範囲内において、蒲郡市まちづくり事業助成金（以下「助成金」とい

う。）を交付することについて、蒲郡市補助金等交付規則（昭和３８年蒲郡市規則

第１７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （助成対象団体） 

第２条 助成金の交付の対象となる団体（以下「助成対象団体」という。）は、次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 団体の会員（以下「会員」という。）が、３人以上で組織されていること。 

⑵ 団体の規約等を定めていること。 

⑶ 継続的な市民活動を行う、又はこれから行う予定があること。 

⑷ 活動の拠点が市内であること。 

⑸ 政治活動又は宗教活動を目的とした団体でないこと。 

⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団若しくは

同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）の統制下にある団

体ではなく、かつ、会員に暴力団又は暴力団員との関係を有する者がいないこ

と。 

⑺ その他市長が不適切と認める団体でないこと。 

 （助成対象事業） 

第３条 助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、助成対

象団体が実施する事業で、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 市民の福祉の向上につながり、公共性が高いと認められる事業であること。 

⑵ 助成対象団体自らが企画し、及び実施するものであること。 

⑶ 市内で実施されること。 

⑷ 助成対象団体において継続を目指した事業であること。 

⑸ 事業実施年度で完了するものであること。 



 

２ 前項の規定にかかわらず次の各号のいずれかに該当するものは、助成対象事業

としない。 

⑴ 営利を目的としたもの 

⑵ 特定の個人又は団体のみが利益を受けるもの 

⑶ 公序良俗に反するもの 

⑷ 法令、条例等に違反するもの 

⑸ 政治活動又は宗教活動を目的とするもの 

⑹ その他市長が不適切と認める事業 

（助成対象期間） 

第４条 助成対象期間は、第１２条に規定する助成金の交付決定の通知を受けた日

からその日が属する年度の３月末日までとする。 

 （助成対象経費） 

第５条 この助成金の交付対象となる経費は、助成対象事業に要する経費のうち別

表に定める経費とする。 

 （助成金の交付限度額等） 

第６条 助成金の交付額は、１回につき１００万円を上限とし、１万円未満の端数

があるときは、これを切り捨てるものとする。 

 （助成金の交付回数及び助成割合） 

第７条 助成金の交付回数は、同一事業（目的が類似する事業を含む。）につき３回

までとし、助成割合は次に掲げる割合とする。ただし、助成金の交付は、１の年

度につき１事業１回までする。 

⑴ １回目の交付に係る助成割合 １０／１０ 

⑵ ２回目の交付に係る助成割合 ３／４ 

⑶ ３回目の交付に係る助成割合 １／２ 

 （助成事業の公募） 

第８条 市長は助成対象事業について、期間を定めて募集するものとする。 

２ 市長は助成対象事業の募集にあたり、助成対象事業の審査方法及び基準を記載

した募集要項を定めて公表するものとする。 

 （助成金の申込み） 

第９条 前条の募集に応じて申込みをしようとする団体（以下「応募団体」という。）

は、蒲郡市まちづくり事業助成金交付申込書（第１号様式）に、次に掲げる書類



 

を添えて、前条に規定する提出期限までに、市長へ申し込まなければならない。 

 ⑴ 実施団体概要（第２号様式） 

⑵ 事業実施計画書（第３号様式） 

⑶ 事業収支計画書（第４号様式） 

⑷ 規約等 

⑸ 会員名簿 

 （助成事業の選考及び通知） 

第１０条 市長は、前条の規定による応募書類の提出を受けた事業について、第８

条第２項による方法等により審査するものとする。 

２ 前項の審査は、別に定める蒲郡市まちづくり事業助成金審査委員会（以下「審

査委員会」という。）により行うものとする。 

３ 市長は、前２項の審査の結果を受けて助成金を交付することが適当である事業

（以下「交付対象事業」という。）を選考し、選考外のものにあっては、その理由

を付して、選考結果を蒲郡市まちづくり事業助成金交付対象事業選考結果通知書

（第５号様式）により、速やかに当該応募団体に通知するものとする。 

 （助成金の交付申請） 

第１１条 前条第３項により交付対象事業として通知を受けた団体は、蒲郡市まち

づくり事業助成金交付申請書（第６号様式）により、別に定める日までに、市長

に申請しなければならない。 

（助成金の交付決定及び通知） 

第１２条 市長は、前条の規定により申請を受けたときは、交付対象事業として選

考された事業の内容と同一であること（軽微な変更は除く。）を審査し、助成金を

交付することが適当であると認めるときは速やかに助成金の交付を決定し、蒲郡

市まちづくり事業助成金交付決定通知書（第７号様式）により申請者に通知し、

助成金を交付することが適当でないと認めるときは速やかに助成金の不交付を決

定し、当該不交付の理由を付して、蒲郡市まちづくり事業助成金不交付決定通知

書（第８号様式）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による助成金の交付決定又は不交付決定を、蒲郡市まちづ

くり事業助成金交付申請書を受けた日の翌日から起算して３０日以内に行うも

のとする。 

３ 市長は、第１項の規定による助成金の交付決定にあたって、必要と認める条件



 

を付することができる。 

（交付申請の取下げ） 

第１３条 前条第１項の規定による助成金の交付決定通知を受けた団体（以下「交

付決定団体」という。）は、助成金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不

服があるときは、蒲郡市まちづくり事業助成金交付決定通知書を受けた日から７

日以内に申請の取下げをすることができる。 

 （事業計画の変更等） 

第１４条 交付決定団体は、次の各号のいずれかに該当するときは、蒲郡市まちづ

くり事業助成金に係る事業計画（変更・中止・廃止）承認申請書（第９号様式）

を提出し、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。ただし、第１号及び

第２号に掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りでない。 

⑴ 交付対象事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

⑵ 交付対象事業の内容を変更しようとするとき。 

⑶ 交付対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は、前項の蒲郡市まちづくり事業助成金に係る事業計画（変更・中止・廃

止）承認申請書が提出されたときは、その内容を審査し、蒲郡市まちづくり事業

助成金に係る事業計画（変更・中止・廃止）承認通知書（第１０号様式）又は蒲

郡市まちづくり事業助成金に係る事業計画（変更・中止・廃止）不承認通知書（第

１１号様式）により、交付決定団体に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の審査をする場合に、審査委員会に意見を求め、必要に応じて審

査委員会は審査を行うものとする。 

（事業遅延の報告） 

第１５条 交付決定団体は、交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は当

該事業の遂行が困難となった場合には、速やかにその理由その他必要な事項を、

書面により、市長に報告し、指示を受けなければならない。 

（状況報告） 

第１６条 市長は、助成金対象事業の円滑かつ適正な執行を図るため必要があると

認めるときは、交付決定団体に対し、助成金対象事業の状況に関し、報告させる

ことができる。 

（実績報告） 

第１７条 交付決定団体は、助成金対象事業が完了したときから３０日以内又は助



 

成金の交付を決定した年度の３月末日のいずれか早い日までに、蒲郡市まちづく

り事業助成金事業実績報告書（第１２号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長

に報告しなければならない。第１４条の規定により廃止の承認を受けた場合も、

また同様とする。 

⑴ 事業報告書（第１３号様式） 

⑵ 収支決算書（第１４号様式） 

⑶ 精算書（第１５号様式） 

⑷ 自己評価書（第１６号様式） 

⑸ 出納簿 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の交付決定団体から提出された書類を公表し、市民に周知するこ

とができる。 

３ 交付決定団体は、市長が行う当該助成金に係る事業実績報告会の開催、実績報

告書の作成等に協力しなければならない。 

（助成金額の確定等） 

第１８条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、

その報告に係る助成金事業の成果が、助成金の交付決定の内容及びこれに付した

条件に適合しているかどうかを調査し、その内容が適正と認めるときは、助成金

の額を確定し蒲郡市まちづくり事業助成金交付額確定通知書（第１７号様式）に

より通知するものとする。 

２ 前項で定める助成金の確定額は、助成金交付決定額を上限とする。 

３ 交付決定団体は、精算残金があるときは、速やかにこれを返還しなければなら

ない。 

（助成金の交付等） 

第１９条 助成金の交付は、前条の規定により助成金の交付の金額が確定した後こ

れを行うものとする。 

２ 市長は、交付決定団体が助成金の交付の目的を達成するため、必要があると認

めるときは、助成事業の完了前に助成金の全部又は一部を前金払いすることがで

きる。 

３ 助成金の前金払を受けようとする交付決定団体は、蒲郡市まちづくり事業助成

金前金払請求書（第１８号様式）により市長に請求するものとする。 



 

（交付決定の取消し） 

第２０条 市長は、交付決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽り、その他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

⑵ 助成金を助成事業以外の用途に使用したとき。 

⑶ その他この要綱の規定に違反したとき。 

（助成金の返還） 

第２１条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、

交付対象事業の当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているとき

は、別に期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（帳簿等の備付） 

第２２条 交付決定団体は、交付対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿

を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠

書類を助成金に係る会計年度終了後５年間保管しておかなければならない。 

（調査等） 

第２３条 市長は、交付決定団体に対し、交付対象事業に関し必要な指示をし、報

告を求め、又は検査することができる。 

２ 市長は、助成対象期間終了後も、交付決定団体に対し、交付対象事業に関し必

要な報告を求め、又は検査することができる。 

（雑則） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年５月１１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年１２月２５日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２３年１２月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年１２月２０日から施行する。 



 

附 則 

この要綱は、平成３０年１２月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１月１５日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 

 



 

別表（第５条関係） 

１ 助成対象経費 

 助成対象経費項目 

⑴報償費 
外部の講師、専門家、出演者等（以下「講師等」という。）への謝礼 

（団体構成員に対するものは除く） 

⑵旅費 講師等の交通費 

⑶消耗品費 
消耗品等（短期的に使い切る物品。印刷用紙、プリンターインク、

材料、書籍等）の購入費 

⑷備品費 長期的に使用する事業実施に欠かせない物品の購入費 

⑸印刷製本費 チラシ、ポスター等の印刷代、コピー代等 

⑹通信運搬費 切手等の郵送経費、宅配料、振込手数料等 

⑺委託料 専門的知識、技術等を要する業務を外部に委託した費用 

⑻使用料・賃借

料 

会場等の使用料、機器類の賃借（レンタル）料等 

（団体自ら所有している施設等の使用料は除く。） 

⑼保険料 保険料等（火災、地震等の家屋に係るものは除く。） 

⑽その他 
その他事業のために必要な経費で、市長が必要かつ適切と認めたも

の（助成対象経費となるかどうかについては、個別に経費の内容を

審査する。） 

２ 助成対象外経費 

次に掲げるものは、上記１にかかわらず原則助成対象経費としない 

⑴ 商品券等の金券の購入代金 

⑵ 記念品等の購入経費 

⑶ 家賃（敷金、礼金等を含む。） 

⑷ 土地の取得、造成、補償に関する経費 

⑸ 団体の経常的な運営に関する経費（事務局経費など） 

⑹ 領収書がないもの、使途不明なもの 

⑺ 食糧費、慶弔費、交際費、親睦に要する経費等、直接公益に結びつかない経費 

⑻ 会員又は会員が経営に関与している企業等への支出 

⑼ 市が行う他の補助事業の対象となる経費 

⑽ その他、助成事業に直接関係のない経費、市長が不適切と認める経費 

 


